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農林⽔産省における統計データ分析⽀援
の取組について

令和８年８⽉31⽇
農林⽔産省⼤⾂官房統計部

資料５－２



EBPMに資する農林⽔産統計の分析・利活⽤の推進
〇 EBPM（証拠に基づく政策⽴案）に対するニーズが年々⾼まる中、政府による閣議決定⽂書にも
EBPMの取組強化の必要性・重要性について記載。

〇 農林⽔産統計を所管する統計部としても、データに基づく政策⽴案⽀援の推進により⼀層貢献して
いく必要。

公的統計の整備に関する基本的な計画
(令和5年3⽉28⽇閣議決定)(抄)

第3 公的統計の作成・提供・利⽤の基盤整備

(2) EBPMの推進・統計の利活⽤の促進
統計は、有効に活⽤されてこそ、その真価が発揮されるもので

あり、各府省は、統計作成への注⼒はもちろんのこと、その利活
⽤の促進にも努める必要がある。
(中略)近年、⾏政機関や地⽅公共団体における政策⽴案や

評価で、必要性が提唱されているEBPMにおいては、公的統計
を明確に活⽤することが重要となる。EBPMの推進と公的統計
の整備・改善は、両者が互いを促進する、⾔わば⾞の両輪の
ような関係にある。

農林⽔産統計データの利活⽤・分析の促進によるEBPM推進⽀援

第3章 責任ある積極財政に基づく「中⻑期経済財政計画」

4. 計画推進のための取組の強化
（中略）ＥＢＰＭを単なる事後評価や歳出削減の⼿段にと
どめず、予算編成、執⾏、点検、翌年度以降の予算への反
映を⼀体として進めるツールとして活⽤する。また、経済学、
財政、⾦融、データサイエンス、産業政策等の専⾨性を有する
政府内外の⼈材を積極的に活⽤し、政策効果分析、費⽤対
効果分析、データ分析を担う政府内の能⼒を強化する。

経済財政運営と改⾰の基本⽅針2026
(令和8年7⽉21⽇閣議決定)(抄)
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統計データ分析⽀援チームによる分析⽀援
〇 統計部では、近年の全省的なEBPM推進の機運の⾼まり等を踏まえ、令和4年から、部内横断的な「統計
データ分析⽀援チーム」を設置。

〇 毎年、分析テーマを省内募集し、応募テーマについて施策の重要性等に基づき優先順位を検討の上、分析
テーマを決定。省内の各政策部局と連携しつつ、統計データとアンケートデータ、各種業務データ等を組み合わ
せた多⾓的な分析を⾏い、施策の企画・⽴案を⽀援。

〇 取組を推進していく中で、R７年度には新たな⾷料・農業・農村基本計画の中で本取組の推進が明記。

⾷料・農業・農村基本計画
(令和7年4⽉11⽇閣議決定)(抄)

第5 ⾷料、農業及び農村に関する施策を総合的か
つ計画的に推進するために必要な事項

2 統計データの持続的な把握と利活⽤の促進
農林⽔産統計は、基本計画に基づく施策の企画・

⽴案や、KPI等の検証を⾏う上でも不可⽋な、農林
⽔産⾏政を⽀える情報インフラ及び公共財である。
(中略)新たな施策ニーズにも対応しつつ、農林⽔産
統計を始めとする統計データ等を活⽤した分析を統
計部局と政策部局の連携を強化して実施する。
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毎年度、省内政策部局に対して、分析を⽀援
してほしいテーマについて募集を実施

応募のあった課室に対するヒアリングを実施

①省内重点施策との関連性、
②EBPMの取組への寄与度、

③統計データ利活⽤推進への寄与度
の３つの観点を基に優先順位付けをした上で、

分析テーマを決定

【⽀援のプロセス】
分析⽀援の取組を本格化

担当課室と連携しつつ、分析内容を
検討・企画・実施
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各分析テーマごとに個別に
チーム（５〜６名程度）を
編成し、政策部局と連携しな
がら、分析内容を検討・企
画・実施

統計データ分析⽀援チームの体制

地域拠点

分析担当ほか

地⽅農政局等

マネージャー︓統計企画管理官 ・ マネージャー代理︓センサス統計室⻑

［個別分析グループ］

⼤⾂官房各課

［チーム横断グループ］

技術的な⽀援

分析テーマを応募し
た政策担当課室

技術的な
⽀援

主に以下について、ユニットを
編成し、対応
・チーム全体の取組内容に関
する企画・連絡調整
（総括）

・地⽅組織による分析推進の
⽀援
（地⽅研修等も含む）

・省内向けのミニ分析レポート
の作成
（情報発信）

※ 統計部統計企画管理官室を中⼼に、統計部内各課室からもメンバーが参加し、部内横断的なチームを編成

・
・
・
・
・

連携

連携

・

・

・

※参加メンバーである、統計部内各課室及び
政策担当課室職員の⼈事的（併任措置）
配置なし
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統計データ利活⽤サポート窓⼝
〇 平成29年７⽉から統計部に「統計データ利活⽤サポート窓⼝」を設置し、省内の統計データ利活⽤に関する各種相談を受

け付け。
〇 農林⽔産統計データの所在案内、データ提供依頼対応、統計データの分析⼿法に関する助⾔、アンケート調査の企画・
実施に当たっての助⾔等の⽀援を実施。

省内掲⽰板に「統計データ利活⽤サポート窓⼝」の問合せフォームのリンクや統計部内の連絡窓⼝の⼀覧表等を紹介する資料を定期的に掲
載し、省内への周知を図っている。 4



分析事例（R７ ⽔産物価格動向と⽣産コストに関する影響分析）
分析の⽬的

分析結果の⼀事例
流通段階別の価格における関連性分析

○ ⿂種別に産地市場・消費地市場・⼩売価格の変動や相関関係、価格差の変化について分析。
→ キハダ・メバチについて、産地市場価格と⼩売価格は正の相関があるのに対し、産地市場価格と消費地市場価格、消費地市場価格と⼩売価格は
ほとんど相関が無く、消費地市場価格は年末年始の需要増による⾼騰など季節性が強いこと、また、⼩売段階ではまぐろ類の輸⼊品も含まれるこ
とが影響している可能性を確認。

図２

○ ⽔産物においては、７〜８割が市場により価格決定が⾏われている中で、これら⽣産・流通コストの上昇が市場価格にどれだけ連動し、反映されてい
るかは必ずしも明らかではなかった。
→ 漁業センサスや他省庁統計データ等を組み合わせて、回帰分析や相関分析による⽐較分析を実施することで、流通段階別の価格動向や産地価格に対
する資材価格の動向等を明らかにし、政策部局による⽔産物に係る適正な価格形成の在り⽅の検討の基礎となる情報等を提供した。
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統計データ分析⽀援チームによる取組成果
〇 昨年度（令和７年度）までに、各局庁のニーズに即した意識・意向調査や統計分析を実施し、

計16本の分析レポートを農林⽔産省ホームページに掲載。

（参考）
分析レポートの掲載場所はこちら

https://www.maff.go.jp/j/tokei/bunseki/index.html
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・ユーザーの選択に応じたデータが
表⽰されるなど、都道府県別や累年等
のデータを動的かつ⼀⽬で把握可能

MAFF統計ダッシュボード
〇 従来の公表資料や統計表に加え、BI（ビジネスインテリジェンス）ツールを活⽤して「データを⾒える化」することに

よって、省内外の統計データの利⽤者（ユーザー）視点に⽴った、より視覚的で分かりやすい情報発信を積極的に実施。

表 農業経営体数（全国）

農業経営体数（令和６年・全国）

選択した項⽬に応じたペー
ジに遷移し、より詳細な情
報を⾒ることができる

選択した年度・都道府
県別のデータを瞬時に
表⽰

・公表結果全体は俯瞰しやすいが、⾒たいデータ
のみの表⽰や、データ選択などインタラクティブ
（双⽅向的）にデータを可視化できない

従来の公表資料・統計表
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まとめ 〜データ分析⽀援の今後の取組⽅向〜

データ活⽤⼈材の
育成・裾野の拡⼤

省内関係部局との
連携強化

データ分析をするための知識・スキルの習得やデジタルツールの利活⽤を
進めるため、「データサイエンティスト（※）育成研修」など各種研修を実
施し、データに基づく政策の⽴案・実施に貢献できる⼈材を育成。

官房各課や各局庁との連携を強化しつつ、政策⽴案・検証に資する分
析テーマを選定し、データ分析⽀援をより⼀層発展。

政策部局によるPDCAサイクルの改善・向上、基本計画の着実な推進に貢献

地⽅組織における
分析業務の活発化

地⽅組織による現場の実態に即したデータ分析を積極的に推進すること
で、地⽅政策部局のみならず、地⽅公共団体・農林漁業関係者からの
⾼評価や分析の依頼・相談が増えていく好循環を創出。

（※）統計・データ分析の知識・技能に精通し、各種施策のPDCAに役⽴つ分析結果等を提供することで、EBPMの実践
を⽀える専⾨⼈材

〇 統計部では、平成29年度に「統計データ利活⽤サポート窓⼝」を設置し、省内の統計データ利活⽤の⽀援を開始し、
令和４年度から部内横断的な「統計データ分析⽀援チーム」を設置し、分析⽀援の取組を積極的に推進。

〇 ⾷料・農業・農村基本計画に本取組が明記されたことを受け、今後は、同計画に記載されている各種施策に係る⽬標・
KPIの達成状況の検証に寄与し、関連施策の企画・実施により⼀層貢献していく必要。
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分析⼿法使⽤データ分析の概要関係部局分野分析テーマNo.
相関分析、回帰
分析、価格弾⼒
性分析

海⾯漁業⽣産統計、産地⽔産物流通調
査、市場統計情報、⼩売物価統計調査、
漁業センサス、漁業経営統計調査 等

⽔産物価格等に関する既存の統計調査データを⽤いて、⽔産物
の流通段階別の価格動向や、産地価格に対する資材価格の動
向について分析を実施。

⽔産庁
加⼯流通課⽔産業⽔産物価格動向と⽣産

コストに関する影響分析１

クラスター分析、
差の差の検定、テ
キスト分析 等

農林業センサス、市町村別農業産出額、経
済センサス、国勢調査、農泊宿泊者数、X
投稿抽出データ 等

農業遺産認定による効果を経済的な各種指標を⽤いて検証する
とともに、農業遺産（地域）の認知度・評価の変化について分析
を実施。

農村振興局
⿃獣対策・農村
環境課

農村振興農業遺産認定による効
果分析２

セグメント分析、ク
ロス集計

農業⽀援サービスに関する意識・意向調査、
農林業センサス 農林業経営体調査

令和5年度農業⽀援サービスに関する意識・意向調査を⽤いて、
その回答状況により回答者をグループに分け、利⽤者グループの特
徴、サービスの特徴について分析を実施。

⼤⾂官房
政策課等

スマート
農業

農業⽀援サービスの普
及に向けた要因分析
（令和5年度）

３

Tableauによる可
視化

有機農業・有機⾷品に関する消費者意識
調査・分析業務の中で実施したアンケート調
査

有機農業・有機⾷品に関する消費者意識調査・分析業務で把握
した消費者の有機農業・有機⾷品に関する認知や関⼼、購⼊の
意向等について、地域や年代ごとの特徴を⽐較参照できるよう、
Tableauによる可視化を実施。

農産局
農業環境対策
課

農業⽣産
有機農業・有機⾷品に
関する消費者意識等の
可視化

４

クロス集計、X2検
定、クラスター分
析

国産チーズの消費拡⼤に関する意識・意向
調査、⽜乳乳製品統計調査

国産チーズの消費拡⼤に関する意識・意向調査を実施し、その結
果を⽤いて、消費者の特徴や需要及び国産チーズの製造者におけ
る課題や改善点、今後の意向等について、分析を実施。

畜産局
⽜乳乳製品課農業⽣産

国産チーズの消費拡⼤
に向けた施策への提案
分析

５

クラスター分析、
差の検定 等

農業における⼥性活躍に関する意識・意向
調査、農林業センサス

⼥性活躍に関する意識・意向調査を実施し、その結果を⽤いて、
⼥性農業者の就農のきっかけ別、農業経営等への関わり⽅別の特
徴及び⼥性が農業経営に参画している農業経営体の特徴を把握
するための分析を実施。

経営局
就農・⼥性課農業経営農業における⼥性活躍

に関する特徴把握分析６

クロス集計農業労働環境の改善に関する意識・意向
調査

農業労働環境の改善に関する意識・意向調査を実施し、その結
果を⽤いて、労働環境の改善に向けた課題や取組に関する考え⽅
等の分析を実施。

経営局
就農・⼥性課農業経営農業における労働環境

改善のための要因分析７

クロス集計、地図
ソフトによる可視
化

農林業センサス、 多⾯的機能⽀払交付
⾦の実施状況、 地域の農業を⾒て・知っ
て・活かすDB

多⾯的機能⽀払交付⾦について、実施状況に基づく市町村単位
のカバー率と農林業センサスを中⼼とした関連データを組み合わせて
可視化することにより、効果分析を⾏うとともに、農業集落単位の
⼩地域データの地図イメージを作成。

農村振興局
農地資源課農村振興多⾯的機能交付⾦の

効果分析８

（参考）これまで公表した分析レポートの概要 （１／２）
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分析⼿法使⽤データ分析の概要関係部局分野分析テーマNo.
傾向スコア
マッチング、
差の差分析

フォローアップ調査データ、GISデータ、地域の
農業を⾒て・知って・活かすDB、国勢調査、
地域指標、経済センサス

農地整備事業について、「地域の農業を⾒て・知って・活かすDB」に掲載
している農業集落単位のデータと当該事業の実施状況を組み合わせた
パネルデータを⽤い、事業効果を推定する分析を実施。

農村振興局
農地資源課農村振興農地整備事業に係る

効果分析９

傾向スコア
マッチング、
差の差分析

農林業センサス、農泊地域の採択履歴データ、
国勢調査、国⼟地理院⾯積調データ

「農泊実施による効果・満⾜度分析」のうち「農泊事業の農家売上⾦額
への影響に関する分析」について、新たな条件等を設定した上で、追加
的な分析を実施。

農村振興局
都市農村交流課農村振興農泊実施による効果

分析10

セグメント分
析、クロス集
計

農業⽀援サービスに関する意識・意向調査、
農林業センサス 農林業経営体調査

令和4年度農業⽀援サービスに関する意識・意向調査を⽤いて、その回
答状況により回答者をグループに分け、利⽤者グループの特徴、サービス
の特徴及び考えられるアプローチについて分析を実施。

⼤⾂官房
政策課等

スマート
農業

農業⽀援サービスの
普及に向けた要因分
析（令和4年度）

11

クラスター分
析、クロス集
計

農業分野の地球温暖化緩和策に関する意
識・意向調査、農林業センサス

農業分野の地球温暖化緩和策に関する意識・意向調査のデータ等を
⽤いて、地球温暖化対策の検討のため、農業者の堆肥の施⽤に関する
都道府県別分析等を実施。

農産局
農業環境対策課環境政策

みどりの⾷料システム
戦略関連施策への提
案分析
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クロス集計、
機械学習に
よる要因分
析 等

⽣産者及び流通加⼯業者の⾷品トレーサビリ
ティに関する意識・意向調査、経済センサス

⽣産者及び流通加⼯業者の⾷品トレーサビリティに関する意識・意向調
査のデータを⽤いて、特に取組率が低い流通加⼯業者の内部トレーサビ
リティの取組状況や取組向上のためのアプローチについて分析を実施。

消費・安全局
消費者⾏政・⾷育
課

消費・安
全

⾷品トレーサビリティ
普及のための要因分
析
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⼈流と地域
経済・農泊
の満⾜度へ
の影響分析

農林業センサス、農泊地域の採択履歴デー
タ・農泊地域の属性情報、国勢調査、TSR
企業情報ファイル、「楽天トラベル」のレビュー
データ、Twitter投稿データ 等

農泊を推進するため、携帯端末の位置情報やSNSの投稿データ等をは
じめとしたビッグデータを活⽤し、農泊実施による効果分析、農泊の満⾜
度分析等を実施。

農村振興局
都市農村交流課農村振興農泊実施による効

果・満⾜度分析14

Tableauに
よるクロス集
計・可視化

農林業センサス
2020年農林業センサスの調査結果において、前回調査と⽐べて林業
経営体に該当する者の数が⼤きく減少していることから、林業経営体に
該当しなくなった者の動向等を把握するため、分析を実施。

林野庁
企画課林業林業経営体等の動

向分析15

Tableauに
よる可視化⾼性能林業機械の保有状況⾼性能林業機械の保有状況について、これまで蓄積してきたデータを更

に活⽤するため、Tableauによる可視化を実施
林野庁
研究指導課林業⾼性能林業機械保

有状況の可視化16

（参考）これまで公表した分析レポートの概要 （２／２）
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